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CILQ法による福井県丹南地区産業連関表の作成

要　　旨

　本稿は福井県産業連関表をもとに，CILQ法を用い，2015年福井県丹南地区産業連関表を作

成し，丹南地区を捉える基礎データを提示する。福井県丹南地区産業連関表により丹南地区の

経済構造を明らかにし，産業別の域内収支などを明らかにした。丹南地区の域際収支は，電子

部品・デバイス・電子回路製造業，電気機械器具製造業，その他の製造業，輸送用機械器具製

造業，繊維工業など13部門が黒字であり，それら以外の産業は移輸入超過であることを明らか

にした。
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1．はじめに

　本稿では県よりも小さい基準における産業連関表を，現在公表されており誰でも手に入る公開デー

タから推計を行う。具体的には2015年福井県産業連関表から2015年福井県丹南地区 1）の産業連関表

を作成する。

　近年，証拠に基づく政策立案（EBPM） に注目が集まっており，定量的な政策評価が可能である産

業連関分析がEBPMとして多くの地方自治体に注目され，用いられる機会が増えている。民間や地

方自治体による施設の建設やイベントの開催の際にも地域住民の合意形成や成果の報告などで活用可

能なツールとして利用されている。そこで多くの政策やイベントなどが産業連関分析で経済波及効果

を分析され，域内への効果を推計している。しかしながら多くの研究は国レベルまたは都道府県レベ

ルでの産業連関分析である。政策実施の際に，住民の理解を得ることの一助として域内の生産の増加

分や域内所得への影響を測ることは重要だと考えられる。県レベルよりも小さいレベルでの経済波及

効果を分析する際には，もちろんそれに対応する産業連関表が必要である。しかしながら都道府県レ

ベルより細かい産業連関表の作成は数が限られている。

　福井県では2024年3月に北陸新幹線の延伸がなされ，経済効果の期待が高まっている。新幹線の

延伸にともない駅前開発が盛んになっているが，それらの分析も求められていくと考えられる。福井

県では再生可能エネルギーなどの導入に際し地域住民との合意形成のスピードアップが期待されてい

る。県全体への影響は現在公表されている福井県産業連関表を用いれば分析可能であるが，県内を細

かく分けた小地域への影響はみることができない。本稿により提示される地域産業連関表によって県

レベルよりも小さい地域を捉えるための基礎資料としての価値の他，産業連関分析の材料としての価

値があると考えられる。

　以上の第1節を踏まえて，本稿は次の構成とする。第2節で，小地域産業連関表作成に関する先行

研究をまとめる。第3節で丹南地区産業連関表の作成手順を述べ，第4節で丹南地区産業連関表を俯

瞰し，第5節は本稿のまとめとする。

2．先行研究

　日本の産業連関表は現在，関係府省庁の共同事業として作成されている。最新のものは平成27年

表であり，共同事業によるものとしては，13回目のものである（総務省，2020）。都道府県産業連関

表は，47の都道府県が作成公開しており，誰しもがアクセスできる情報 2）である。しかしながら都道

府県レベルよりも細かい産業連関表は作成事例も少なく，利用できる地域は限られるが。いくつかの

市では作成しており，平成27年表は名古屋市，川崎市，横浜市，静岡市，浜松市，京都市，福岡市

などが公開している。一般的にサーベイデータで作成された小地域の産業連関表は少なく，先行研究

1）　越前市・鯖江市・越前町・南越前町・池田町によって構成される。

2）　1990年以降，全都道府県で作成されるようになっている。
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においても本稿と同じように既存の都道府県産業連関表から，各地の小地域産業連関表を推計する取

り組みが行われている。近年のEBPMへの関心の高まりから，市町村レベルでも定量的なイベント

の効果を測ることが求められており，研究者の間では小地域産業連関表を作成することが活発になっ

ている（石川 , 2016）。本田・中澤（2000）は平成7年の京都府産業連関表をもとに舞鶴市の平成7年

産業連関表を推計している。今西（2004）は深川市の，日吉他（2004）はつくば市の，大久保・石

塚（2009）は鹿児島市の産業連関表を作成している。他にも居城（2016）は都留市の，今井（2015）

は美作市の産業連関表を作成している。野崎（2016，2021）は大垣市の産業連関表を継続して作成

しており，地域の産業構造の変化を捉えるためにもこのように継続して小地域の産業連関表を作成す

る取り組みは評価できる。

　今回取り上げる福井県に関する県より小単位の地域産業連関表は，菅（2019）の全市区町村産業

連関表推計，菊池・岩本（2023）による奥越地区産業連関表以外，作成されていない。菊池・岩本（2023）

による奥越地区産業連関表は，SLQ3）法で作成されたが，同法は移輸入の過小評価等から推計精度に

難点があるとされる 4）。そこで，本稿では，丹南地区（越前市・鯖江市・越前町・南越前町・池田町）

産業連関表をCILQ法 5）で作成した。 

3．2015年福井県丹南地区産業連関表の作成

　サーベイデータで作成を行うとその地域の産業構造を正確に把握することができる一方，産業連関

表の作成に多大な時間と費用を要する。そのため本稿では，以下に示す方法によりノンサーベイで行っ

た。本稿では主に藤本（2000）を参考にCILQ法によって丹南地区の産業連関表を作成する。まず産

業連関表の行と列の集計値である丹南地区域内生産額（CT）を算出する。現時点で最新である2015

年福井県産業連関表統合中分類（103部門）の各部門県内生産額に，福井県の就業者に対する丹南地

域の就業者の割合を按分比率として用いる。その際には福井県産業連関表を丹南地域に分割するため

の按分比率を算出するため，経済センサスに収録されている市町村別産業別の就業者数を用いる。経

済センサスの産業分類と福井県産業連関表の産業分類を合わせるため，福井県産業連関表中分類を再

集計し75分類にした。その後，具体的に丹南地域のCTを算出していく。

Xi
R＝Xi

P×（
Ei

R

Ei
P ）

　ここでXi
Rは丹南地域のCTを表し，Xi

Pは福井県のCTを表す。また下付き文字の iは福井県または

丹南地域の i部門を表し，1から75の産業を表す。Ei
Rは丹南地区の i部門の従業員数，Ei

Pは福井県内

i部門の従業員数である。

3）　Simple Location Quotient Method．

4）　寺崎（2018）や内田他（2022）により指摘されている。

5）　Cross Industry Location Quotient Method．
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　次に福井県の競争型産業連関表から非競争型産業連関表を作成した。まず，i部門の県内需要合計

FDi
P （中間需要と県内最終需要の合計）に対する移入額の比率mi

NPおよび輸入額の比率mi
WPを計算する。

mi
NP＝Mi

NP/FDi
P

mi
WP＝Mi

WP/FDi
P

しかし，福井県の産業連関表では移輸入の合計のみ集計されており，移入額と輸入額は不明である。

そこで今回は30都道府県の産業連関表を福井県の75産業と同様に集計し，移輸入額に占める移入額

の割合（Mi
NS/Mi

S），および輸入額の割合（Mi
WS/Mi

S）の平均値を，それぞれ福井県の移輸入額Mi
Pに

乗じて福井県の移入額（Mi
NP）および輸入額（Mi

WP）として取り扱った。

　mi
NPおよびmi

WPを用いて中間投入額zij
Pを以下の式で，県内間取引による投入額zij

PP，福井県以外の

国内から県内への投入額zij
NP，および国外からの輸入によって県内への投入額zij

WPに分割する。

zij
PP＝zij

P×{1－（mi
NP＋mi

WP）}

zij
NP＝zij

P×mi
NP

zij
WP＝zij

P×mi
WP

同様に，最終需要額Fti
Pについても以下の式で，県内間の中間投入によって生産された i財に対する需

要Fti
PP，県外からの中間投入によって生産されたi財に対する需要Fti

NP，国外からの中間投入によって

生産されたi財に対する需要Fti
WPに分割する。

Fti
PP＝Fti

P×{1－（mi
NP＋mi

WP）}

Fti
NP＝Fti

P×mi
NP

Fti
WP＝Fti

P×mi
WP

次いで作成した福井県の非競争型産業連関表を用いて投入係数表を作成した。上で求めた福井県内の

j産業の生産額Xj
Pで，中間投入額zij

PP，zij
NPを除することで，それぞれ県内i産業から福井県 j産業への

中間投入係数aij
PP，県外i産業から福井県 j産業への中間投入係数aij

NPを計算する。また海外からの中

間投入に関しては海外全産業から福井県 j産業への中間投入額zj
WP（＝∑ i zij

WP）をXj
Pで除することで，

輸入による j産業への中間投入係数aj
WPを計算した。

aij
PP＝zij

PP/Xj
P

aij
NP＝zij

NP/Xj
P

aj
WP＝zj

WP/Xj
P

　最終需要係数を次のように計算した。県内からの中間投入に対応する i財の民間消費支出額FHi
PPお
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よび県外からの中間投入に対応する i財の民間消費支出額FHi
NP，輸入からの中間投入分に対する民間

消費支出額FH
WPを福井県の家計所得YH

Pで除して家計消費係数 fHi
PP，fHi

NP，および fH
WPを計算する。こ

れは家計所得単位当たりのi財購入額を示す。

fHi
PP＝FHi

PP/YH
P

fHi
NP＝FHi

NP/YH
P

fH
WP＝FH

WP/YH
P

その他の最終需要についての係数は，各項目について県内からの中間投入分に対応するi財の需要額

Foi
PP，県外からの中間投入分に対応する i財の需要額Foi

NP，輸入からの中間投入分に対応する需要額

Fo
WPを，各項目の合計した需要額Fo

P（＝∑ i Foi
P）で除して係数 foi

PP，foi
NP，および fo

WPを計算する。

foi
PP＝Foi

PP/Fo
P

foi
NP＝Foi

NP/Fo
P

fo
WP＝Fo

WP/Fo
P

　付加価値係数については次のように計算した。付加価値部門の各項目について，県内 j部門につい

て付加価値部門各項目の額Vkj
Pを県内 j部門の生産額で除することで，県内 j部門の付加価値係数vkj

Pを

求めた。

vkj
P＝Vkj

P /Xj
P

次に作成した福井県の投入係数表から丹南地区の投入係数表を作成した。まずCILQ法を用いて，県

の投入係数から丹南地区の投入係数を計算した。CILQ法は，地域のi部門生産額Xi
Rと県のi部門生

産額Xi
Pの比率を分子に，地域の j部門生産額Xj

Rと県の j部門生産額Xj
Pの比率を分母にとって計算し

た値CILQijを用いる。

CILQij＝（Xi
R/Xi

P）/（Xj
R/Xj

P）

CILQij≥1の時，地域は j部門のi財に対する中間需要を県内自給と同様に自給できると仮定し，地域

の j部門のi財に対する中間投入係数に県の中間投入係数を採用する。CILQij＜1の時，地域は j部門

のi財に対する中間需要を県内自給と同様に自給できないと仮定し，次式の計算によって地域の j部

門のi財に対する中間投入係数を求める。
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aij
RR＝{aij

PP if  CILQij ≥1

aij
PP×CILQij　 if  CILQij＜1

aij
NR＝{aij

NP if  CILQij ≥1

aij
PP×（1－CILQij）＋aij

NP　 if  CILQij＜1

　次にSLQ法を用いて，丹南地区の最終需要係数を作成した。次式のとおり，地域の総生産額Σi Xi
R

に対する地域のi部門生産額Xi
Rの比率を分子に，県内総生産額Σi Xi

Pに対する県内i部門生産額Xi
Pの

比率を分母にとって求めた値SLQiを用いる。

SLQi＝（Xi
R/Σi Xi

R）/（Xi
P/Σi Xi

P）

SLQi≥1の時，地域はi財に対する最終需要を県内自給と同様に自給できると仮定し，地域のi財に

対する最終需要係数に県の最終需要係数を採用する。SLQi＜1の時，地域はi財に対する最終需要を

県内自給と同様に自給できないと仮定し，次式の計算によって地域の i財に対する最終需要係数を求

める。

fti
RR＝{ fti

PP if  SLQi ≥1

fti
PP×SLQi　 if  SLQi＜1

fti
NR＝{ fti

NP if  SLQ_i ≥1

fti
PP×（1－SLQi）＋ fti

NP　 if  SLQ_i＜1

　地域の付加価値係数vkj
Rについては県と等しいとした。

vkj
R＝vkj

P

　次に，求めた丹南地区の係数を用いて，地域の中間投入額，付加価値額，最終需要額を計算する。

次式のように，地域の中間投入係数および付加価値係数に地域の総生産額を乗じて，中間投入額と付

加価値額を算出する。

zij
RR＝aij

RR×Xj
R

zij
NR＝aij

NR×Xj
R

zj
WR＝aj

WR×Xj
R

Vkj
R＝vkj

R×Xj
R
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　最終需要部門のうち，地域の民間消費支出額FHi
RRについては次式のように，地域のi財に対する民

間消費係数 fHi
RRを，地域の民間所得YH

Rに乗じて算出した。ただし，民間所得YH
Rについては，付加価

値額の算出で求めた地域の雇用者所得および営業余剰の合計額（＝∑ j Vwagej
P　＋∑ j V

P
surplusj）とした。

FHi
RR＝ fHi

RR×YH
R

　民間消費支出以外の最終需要部門については，次式のとおりに計算した。大括弧内では，県の総生

産額 ∑ i Xi
Pに占める県の各最終需要項目の合計額 ∑ i Foi

Pの比率に，地域の総生産額 ∑ i Xi
Rを乗じてい

る。これは地域の各最終需要項目の合計額を意味している。これに地域の i財に対する最終需要係数

foi
RRをそれぞれ乗じて，地域の最終需要項目の額Foi

RRを算出した。

Foi
RR＝ foi

RR×{（∑ i Foi
P / ∑ i Xi

P）×∑ i Xi
R}.

　最後に移輸出額Si
RNを求めた。丹南地区の移輸出額Si

RNは，地域のi部門生産額Xi
Rから，i部門の

地域内需要合計（中間需要Σj（zij
R）＋最終需要Σt（Fti

R））を差し引いた残余として計算した。

Si
RN＝Xi

R－Σj（zij
R）－Σt（Fti

R）

　以上の手順によって，丹南地区の非競争型IOをまず作成し，それを組み替えることで競争型産業

連関表 6）を作成した（その全体像を示したのが表1である）。

表1　福井県産業連関表の全体像（単位：百万円）

第一次

産業

第二次

産業

第三次

産業

内生部門

計

地域内

最終需要計

地域内

需要合計
移輸出 需要合計 移輸入

地域

生産額

第一次産業 1,539 5,987 1,921 9,448 5,397 14,845 9,329 24,173 7,406 16,767

第二次産業 3,007 399,713 65,929 468,649 236,758 705,407 708,102 1,413,509 534,024 879,484

第三次産業 3,263 145,357 152,784 301,403 637,711 939,115 65,143 1,004,258 408,328 595,930

内生部門計 7,809 551,057 220,634 779,499 879,867 1,659,366 782,573 2,441,940 949,758 1,492,182

粗付加価値部門計 8,959 328,428 375,296 712,682

地域生産額 16,767 879,484 595,930 1,492,182

（出所）筆者作成。

4．作成した産業連関表による丹南地区経済構造の概観

　福井県丹南地区は，越前市・鯖江市・越前町・南越前町・池田町からなり，人口は2015年約18.5

6）　広く利用されやすいよう本稿では競争型を用いた。
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表2　 丹南地区の生産額，需要額および域内収支（単位：百万円）

産業分類
丹南地区

生産額

丹南地区

需要額
域内収支 産業分類

丹南地区

生産額

丹南地区

需要額
域内収支

耕種農業 9,297 7,870 1,427 商業 93,669 143,420 －49,751

畜産 934 1,689 －755 金融・保険 35,158 86,116 －50,958

農業サービス 1,681 1,461 220 不動産仲介及び賃貸 5,833 10,837 －5,004

林業 1,495 2,420 －925 住宅賃貸料 5,489 8,805 －3,316

漁業 3,360 1,404 1,956 住宅賃貸料（帰属家賃） 79,361 77,317 2,044

石炭・原油・天然ガス 0 3,128 －3,128 鉄道輸送 316 6,731 －6,416

その他の鉱業 2,789 4,690 －1,901 道路輸送（自家輸送を除く。） 23,527 24,878 －1,351

食料品 15,937 35,171 －19,234 自家輸送 26,233 23,829 2,404

飲料・たばこ・飼料製造業 773 12,578 －11,805 水運 0 2,089 －2,089

繊維工業 58,487 28,267 30,220 航空輸送・貨物利用運送 132 3,683 －3,551

木材・木製品 13,187 8,508 4,679 倉庫 512 2,677 －2,164

家具・装備品 5,340 3,238 2,102 運輸附帯サービス 4,363 9,052 －4,689

パルプ・紙・紙加工品製造業 21,813 15,889 5,924 郵便・信書便 0 1,382 －1,382

印刷・製版・製本 4,277 4,574 －297 通信 708 17,884 －17,176

化学工業 35,207 62,231 －27,024 放送 1,659 4,847 －3,188

石油・石炭製品 543 22,489 －21,945 情報サービス 2,714 19,237 －16,523

プラスチック製品 44,885 36,067 8,818 インターネット附随サービス 621 2,486 －1,865

ゴム製品 2,664 4,858 －2,193 映像・音声・文字情報制作 1,030 6,113 －5,082

その他の製造業 56,822 9,957 46,865 公務 72,203 72,143 60

窯業・土石製品製造業 13,786 17,479 －3,693 教育 21,061 42,181 －21,120

鉄鋼業 3,586 23,530 －19,943 研究 377 29,016 －28,639

非鉄金属製造業 39,218 50,483 －11,265 医療 54,892 69,333 －14,441

金属製品製造業 24,538 22,518 2,020 保健衛生 26 2,299 －2,273

はん用機械 5,363 9,889 －4,526 社会保険・社会福祉 18,433 21,620 －3,188

生産用機械 14,096 18,172 －4,076 介護 15,585 18,442 －2,857

業務用機械 8,000 8,303 －302 他に分類されない会員制団体 7,198 9,702 －2,505

電子部品・デバイス・電子回路製造業 200,272 78,342 121,930 物品賃貸サービス 2,676 14,097 －11,421

電気機械器具製造業 93,405 31,880 61,525 広告 139 7,012 －6,873

輸送用機械器具製造業 129,903 85,330 44,572 自動車整備・機械修理 16,570 18,976 －2,406

住宅建築 19,226 20,931 －1,705 その他の対事業所サービス 13,878 50,556 －36,678

非住宅建築 21,762 24,194 －2,432 宿泊業 5,041 6,642 －1,601

建設補修 10,496 14,925 －4,429 飲食サービス 36,422 39,943 －3,521

公共事業 14,813 23,138 －8,325 洗濯・理容・美容・浴場業 6,428 8,463 －2,036

その他の土木建設 18,295 24,648 －6,353 娯楽サービス 6,592 13,163 －6,570

電力 7,079 29,508 －22,429 その他の対個人サービス 5,745 9,171 －3,426

ガス・熱供給 2,233 5,440 －3,207 事務用品 2,532 1,956 576

水道 4,730 5,940 －1,210 分類不明 8,486 6,173 2,313

廃棄物処理 6,275 5,956 319 合計 1,492,182 1,659,366 －167,185

（出所）筆者作成。
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（出所）筆者作成。

図1　丹南地区の域内収支（単位：百万円）
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万人（2023年現在18.1万人）である。丹南地区産業連関表の産業別域内生産額等を示したものが表2

および図1である。丹南地区の域内生産額は1兆4,922億円である。域内生産額を大きい順にみると，

電子部品・デバイス・電子回路製造業（2,003億円），輸送用機械器具製造業（1,299億円），商業（937

億円），電気機械器具製造業（934億円）であり，これらが基幹産業となっている。域際収支（移輸

出－移輸入）をみると，黒字である主な産業は，電子部品・デバイス・電子回路製造業（1,219億円），

電気機械器具製造業（615億円），その他の製造業（469億円，全国の95 ％超を生産している鯖江の

眼鏡製造業を含む），輸送用機械器具製造業（446億円），繊維工業（302億円）となっている。一方，

域際収支が赤字である部門として，金融・保険（510億円），商業（498億円），その他対事業所サー

ビス（367億円），研究（286億円）に加えて，化学工業（270億円）が挙げられる。古代から織物を

生産してきた福井は，近代に入り繊維工業が栄えたことに端を発し現在の丹南地区は総じて製造業に

強みがある。また，農業地帯であり，日本海に面し河川でも漁獲があるという地域特性を活かして，

耕種農業（14億円），漁業（20億円）といった産業も域外から収入を獲得している基盤産業であるこ

とも特徴である。図1をみると，13部門のみが域内収支が黒字で，ほとんどの産業で移輸入超過となっ

ていることがわかる。

5．まとめ

　本稿は福井県産業連関表をもとに，CILQの方法を用い，福井県丹南地区産業連関表を作成した。

福井県丹南地区産業連関表により丹南地区の経済構造を明らかにし，産業別の域内収支などを明らか

にした。丹南地区の域際収支は，電子部品・デバイス・電子回路製造業，電気機械器具製造業，その

他の製造業，輸送用機械器具製造業，繊維工業など13部門が黒字である。丹南地区において，上記

以外の産業は移輸入超過であることが明らかになった。

　本稿では，丹南地区の産業連関表を推計したにとどまっており，基礎データを提供するものである。

そのため，今後は本稿の産業連関表を用いて田中泉 （2022）のように小地域産業連関表を用いた経済

波及効果の推計などが求められる。
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付録

付表1　コード対応表

（出所）筆者作成。
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付表2―1　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表2―2　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。



CILQ 法による福井県丹南地区産業連関表の作成

― 127 ―

付表2―3　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表2―4　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表2―5　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表2―6　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。



CILQ 法による福井県丹南地区産業連関表の作成

― 131 ―

付表2―7　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表2―8　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表2―9　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表2―10　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表2―11　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表2―12　内生部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表3―1　最終需要部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表3―2　最終需要部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。
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付表4　付加価値部門（単位：万円）

（出所）筆者作成。


